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   （ 総  則 ）

第 １ 条 令和８年度木祖村簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

   （ 業務の予定量 ）

第 ２ 条   業務の予定量は、次のとおりとする。

    （１）  処理戸数給水戸数 1,300 戸

    （２）  年間総汚水処理量年間有収水量 297,127 ㎥

    （３）  年間総汚水処理量一日平均有収水量 814 ㎥

    （４）  年間総汚水処理量主な建設改良事業

奥峰配水管敷設替工事 47,432 千円

   （ 収益的収入及び支出 ）

第 ３ 条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

令和８年度木祖村簡易水道事業会計予算
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収          入

第１款　簡易水道事業収益 194,382 千円

第１項　営業収益 27,731 千円

第２項　営業外収益 166,651 千円

支          出

第１款　簡易水道事業費用 159,522 千円

第１項　営業費用 147,836 千円

第２項　営業外費用 11,685 千円

第３項　特別損失 1 千円

   （ 資本的収入及び支出 ）

第 ４ 条

 

第１款　資本的収入 101,083 千円

第１項　企業債 46,600 千円

第２項　他会計補助金 6,000 千円

第３項　国庫補助金 16,885 千円

第４項　負担金等 31,598 千円

   資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

収          入

   74,024千円は減債積立金16,764千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額5,931千円及び過年度

   分及び当年度分損益勘定留保資金51,329千円で補てんするものとする。）
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第１款　資本的支出 175,107 千円

第１項　建設改良費 114,623 千円

第２項　固定資産購入費 5,341 千円

第３項　企業債償還金 55,143 千円

第 ５ 条

第 ６ 条

限度額
（千円）

23,300

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

支          出

　　( 債務負担行為 ）

限　度　額
（千円）

　　( 企業債 ）

事　　　項 期　　間

簡易水道事業債

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 起債の方法 利　　率 償還の方法

漏水探知機使用料
令和８年度から
令和１２年度まで

721

　政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権者
と協定するものによる。
ただし、村財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。

　5.0％以内（ただし、利率見直
し方式で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の利
率）

証書借入
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23,300

46,600

   （ 一時借入金 ）

第 ７ 条 　一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

   （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８ 条 　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

   （ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

第 ９ 条   次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費   17,268 千円

   （ 他会計からの補助金 ）

第 10 条   簡易水道事業に充てるため、他会計からこの会計へ補助を受ける金額は、127,268千円である。

計

過疎対策事業債 証書借入

　5.0％以内（ただし、利率見直
し方式で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の利
率）

　政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権者
と協定するものによる。
ただし、村財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。
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令和８年度

木祖村簡易水道事業会計予算に関する説明書





(単位：千円)

予　定　額 備　　　　考

1 簡 易 水 道 事 業 収 益 194,382

簡 易 水 道 事 業 収 益 1 営 業 収 益 27,731

簡 易 水 道 事 業 収 益 営 業 収 益 1 給 水 収 益 27,664

簡 易 水 道 事 業 収 益 営 業 収 益 2 そ の 他 営 業 収 益 67

簡 易 水 道 事 業 収 益 2 営 業 外 収 益 166,651

簡 易 水 道 事 業 収 益 営 業 外 収 益 1 他 会 計 補 助 金 121,268

簡 易 水 道 事 業 収 益 営 業 外 収 益 2 長 期 前 受 金 戻 入 43,481

簡 易 水 道 事 業 収 益 営 業 外 収 益 3 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 還 付 金 1,855

簡 易 水 道 事 業 収 益 営 業 外 収 益 4 雑 収 益 47

1

(単位：千円)

予　定　額 備　　　　考

1 簡 易 水 道 事 業 費 用 159,522

簡 易 水 道 事 業 費 用 1 営 業 費 用 147,836

簡 易 水 道 事 業 費 用 営 業 費 用 1 原 水 及 び 浄 水 費 18,293

簡 易 水 道 事 業 費 用 営 業 費 用 2 配 水 及 び 給 水 費 11,873

簡 易 水 道 事 業 費 用 営 業 費 用 3 総 係 費 22,619

簡 易 水 道 事 業 費 用 営 業 費 用 4 減 価 償 却 費 95,051

簡 易 水 道 事 業 費 用 2 営 業 外 費 用 11,685

簡 易 水 道 事 業 費 用 営 業 外 費 用 1 支 払 利 息 11,685

簡 易 水 道 事 業 費 用 3 特 別 損 失 1

簡 易 水 道 事 業 費 用 特 別 損 失 1 過 年 度 損 益 修 正 損 1

令 和 ８ 年 度 木 祖 村 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（収 益 的 収 入 及 び 支 出）

款 項 目

支    出

収    入

款 項 目
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(単位：千円)

予　定　額 備　　　　考

1 資 本 的 収 入 101,083

資 本 的 収 入 1 企 業 債 46,600

資 本 的 収 入 企 業 債 1 企 業 債 46,600

資 本 的 収 入 2 他 会 計 補 助 金 6,000

資 本 的 収 入 他 会 計 補 助 金 1 他 会 計 補 助 金 6,000

資 本 的 収 入 3 国 庫 補 助 金 16,885

資 本 的 収 入 国 庫 補 助 金 1 国 庫 補 助 金 16,885

資 本 的 収 入 4 負 担 金 等 31,598

資 本 的 収 入 負 担 金 等 1 工 事 負 担 金 31,598

1

1

(単位：千円)

予　定　額 備　　　　考

1 資 本 的 支 出 175,107

資 本 的 支 出 1 建 設 改 良 費 114,623

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費 1 建 設 改 良 費 114,623

資 本 的 支 出 2 固 定 資 産 購 入 費 5,341

資 本 的 支 出 固 定 資 産 購 入 費 1 有 形 固 定 資 産 購 入 費 5,341

資 本 的 支 出 3 企 業 債 償 還 金 55,143

資 本 的 支 出 企 業 債 償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 55,143

（資 本 的 収 入 及 び 支 出）

目

収    入

款 項 目

支    出

款 項
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  （単位：円）  
１．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 28,929,000

減価償却費 95,051,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 23,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 5,000

長期前受金戻入額 △43,481,000

支払利息 11,685,000

未収金の増減額（△は増加） △1,855,000

未払金の増減額（△は減少） △2,586,000

　　小　計 87,771,000

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △11,685,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 76,086,000

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △109,080,000

国庫(県)補助金等による収入 15,350,000

一般会計繰入金による収入 5,455,000

負担金等による収入 28,725,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △59,550,000

令和８年度木祖村簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年4月1日から令和9年3月31日まで）
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３．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための

 企業債による収入 46,600,000

建設改良費等の財源に充てるための

 企業債償還による支出 △55,143,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,543,000

資金増加額（又は減少額） 7,993,000

資金期首残高 125,887,477

資金期末残高 133,880,477
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水道

1 特別職

報　　　酬 給　　　料 期末手当 調整手当 寒冷地手当 その他の手当 計 共 済 費 合　　計
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長  等
議  員

その他の特別職
計

長  等
議  員

その他の特別職
計

長  等
議  員

その他の特別職
計

2 一般職
（１）総括

報  酬 給  料 職員手当 計 共 済 費 合計
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(  ) 2 8,088 5,544 13,632 3,636 17,268
(  ) 2 7,313 4,305 11,618 3,272 14,890
(  ) 0 775 1,239 2,014 364 2,378

扶養手当 期末勤勉手当 管理職手当 管理職特勤手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当 通勤手当 寒冷地手当 住居手当 日直手当 児童手当 子ども手当 単身赴任手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

624 3,570 500 112 198 540
276 3,065 500 24 140 300
348 505 0 0 0 0 88 58 0 0 240 0 0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（千円） （千円）
391 人勧による

384
204 人勧による

1,035

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
区　　　　　分 職 員 数 備　　　　考

（人）

本年度

前年度

比　較

（人）
本　年　度
前　年　度
比  　　較

給　　　　与　　　　費
区　 　　分 職 員 数 備　　　　　　　　　　考

区      分
増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　　　　　　明 備         　　考

区  分
職 員 手 当 等

本年度
の　　内　　訳 前年度

比　較

人事異動等による

職員手当等 1,239
制度改正に伴う増減分
そ の 他 の 増 減 分 人事異動等による

給      料 775

給与改定に伴う増減分
普通昇給に伴う増加分

昇給期間短縮に伴う増加分
そ の 他 の 増 減 分
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水道
（３）給料及び職員手当の状況
ア　職員一人当りの給与

イ　初任給

（円） （円）

ウ　級別職員数

級 級
１   級 (  ) (  ) １   級 (  ) (  )
２   級 (  ) (  ) ２   級 (  ) (  )
３   級 (  ) 1 (  ) 50.0 ３   級 (  ) (  )
４   級 (  ) 1 (  ) 50.0 ４   級 (  ) (  )
５   級 (  ) (  ) ５   級 (  ) (  )
６   級 (  ) (  ) ６   級 (  ) (  )
７   級 (  ) (  ) - (  ) (  )
合   計 (  ) 2 (  ) 100.0 合   計 (  ) (  )
１   級 (  ) (  ) １   級 (  ) (  )
２   級 (  ) (  ) ２   級 (  ) (  )
３   級 (  ) (  ) ３   級 (  ) (  )
４   級 (  ) 1 (  ) 100.0 ４   級 (  ) (  )
５   級 (  ) (  ) ５   級 (  ) (  )
６   級 (  ) (  ) ６   級 (  ) (  )
合   計 (  ) 1 (  ) 100.0 合   計 (  ) (  )

（級別の基準となる職務内容）

区   分 １　 級 ２   級 ３   級 ６   級

一般行政職 主事 主任 主査 課長

相当の技能を必要

技能労務職 事務又は技術見習 一般技能職員 とする作業を行う

一般技能職員

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平 均 年 齢     （歳） 42.0
平均給料月額    （円） 366,700

平均給料月額    （円） 336,100
令和８年１月１日現在 平均給与月額    （円） 363,750

区　　　　分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 国    の    制    度

一 般 行 政 職 （円） 技 能 労 務 職 （円）

令和７年１月１日現在 平均給与月額    （円） 403,700
平 均 年 齢     （歳） 46.0

高 　校 　卒 200,300 200,300
大 　学 　卒 232,000 232,000

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

４   級 ５   級 ７   級

係長 課長補佐 参事

区                分
一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

行う一般技能職員

高度技能又は経験

を必要とする作業を
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水道
エ　昇給期間短縮

本
３月（人）

年 ６月（人）
12月（人）

度

前
３月（人）

年 ６月（人）
12月（人）

度

オ　期末・勤勉手当

（月分）
(  ) 2.325 (  ) 2.325 (  ) 4.65
(  ) 2.300 (  ) 2.350 (  ) 4.65
(  ) 2.325 (  ) 2.325 (  ) 4.65

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

キ　特殊勤務手当 ク　その他の手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　分
代     表     的     な     職     種

合            計 一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

備           考
よ る 加 算 措 置

 職　　　員　　　数  　　　（Ａ） 　(人)
 昇給期間短縮に係る職員数  （Ｂ） 　(人)

 職　　　員　　　数  　　　（Ａ） 　(人)
 昇給期間短縮に係る職員数  （Ｂ） 　(人)

支   給   期   別   支  給  率 職 務 上 の 段 階

  特別昇給に係る職員数               （人）
  比率   （Ａ）    ／   （Ｂ）       （％）

  特別昇給に係る職員数               （人）
  比率   （Ａ）    ／   （Ｂ）       （％）

　昇給の短縮月数別内訳

　昇給の短縮月数別内訳

本 年 度 有
前 年 度 有
国の制度 有

区    分
6月　（月分）　 12月　（月分）

支  給  率  計 職 務 の 級 等 に

（2％－45％加算）
国の制度 定年前早期退職

（支給率等） 特別措置

退職時特別昇給 備        考
定年前早期退職

支給率等 特別措置 ー

区    分 ２０年勤続の者(月分) ２５年勤続の者(月分) ３５年勤続の者(月分) 最高限度（月分） その他の加算措置等

国の制度との異同
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 扶 養 同

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 　　　 （％） 時 間 外 勤 同

ー
（2％－45％加算）

区                    分 全   職   種
代    表    的    な    職    種 区　　　　　　　分

支給対象職員の比率(令和８年１月１日現在) (％) 通 勤 手 当 同
代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 寒 冷 地 同
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（単位：千円）

341

漏水探知機使用料 721 ― ―
令和8年度から
令和12年度まで

721

水道料金システム使用料 800
令和5年度から
令和7年度まで

459
令和8年度から
令和9年度まで

ＪＲ東海
（261Ｋｍ750ｍ）

小木曽配水管土地借地料 年額　5   賃貸借契約存続の期間 民有地1名

薮原浄水場配水管土地借地料 年額　2   賃貸借契約存続の期間 民有地1名

鉄道用地借地料
年額　60   賃貸借契約存続の期間

別荘地水道施設借地料 年額　18   賃貸借契約存続の期間 国有地

鉄道用地借地料
年額　53 　賃貸借契約存続の期間 ＪＲ東海

（258Ｋｍ651ｍ）

債務負担行為に関する調書

事　　　　　項 限　度　額
前年度末までの支出 当該年度以降の支出予定

備　　考
期　　　　　間 金　　　額 期　　　　　間 金　　額

12



（単位：円）

      

１. 固    定    資    産

(1) 有  形  固  定  資  産

イ 土 地 12,376,773

ロ 建 物 193,120,327

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,992,117 181,128,210

ハ 構 築 物 1,467,523,699

減 価 償 却 累 計 額 △ 348,261,883 1,119,261,816

ニ 機 械 及 び 装 置 727,545,657

減 価 償 却 累 計 額 △ 87,533,854 640,011,803

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 607,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 144,116 462,884

ヘ 建 設 仮 勘 定 15,253,000

有 形 固 定 資 産 合 計 1,968,494,486

固 定 資 産 合 計 1,968,494,486

２. 流    動    資    産

(1) 現 金 預 金 133,880,477

(2) 未 収 金 19,779,075

流 動 資 産 合 計 153,659,552

資 産 合 計 2,122,154,038

令和８年度木祖村簡易水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

(令和9年3月31日)

資　　産   の   部
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３. 固    定    負    債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費に充てる為の企業債 1,048,950,316

企 業 債 合 計 1,048,950,316

固 定 負 債 合 計 1,048,950,316

      

４. 流    動    負    債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費に充てる為の企業債 75,243,558

企 業 債 合 計 75,243,558

(2) 未 払 金 15,415,481

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,201,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 237,000

引 当 金 合 計 1,438,000

(4) そ の 他 流 動 負 債 98,186

流 動 負 債 合 計 92,195,225

      

５. 繰    延    収    益

(1) 長 期 前 受 金 1,031,359,721

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 233,793,972

繰 延 収 益 合 計 797,565,749

負 債 合 計 1,938,711,290

負   債   の   部
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６. 資    本    金 40,495,667

７. 剰    余    金

(1) 資  本  剰  余  金

イ 県 補 助 金 110,658

ロ 他 会 計 補 助 金 1,678,104

ハ 他 会 計 負 担 金 82,312

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 3,706,228

資 本 剰 余 金 合 計 5,577,302

(2) 利　益　剰　余　金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 137,369,779

利 益 剰 余 金 合 計 137,369,779

剰 余 金 合 計 142,947,081

資 本 合 計 183,442,748

負 債 資 本 合 計 2,122,154,038

資   本   の   部
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Ⅰ 重要な会計方針

令和2年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

1 　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 15 ～ 38年

　構築物 10 ～ 60年

　機械及び装置 8 ～ 20年

　工具、器具及び備品 5 ～ 10年

2 　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　注　記　

　本村は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計においても当該組合に負担金を拠出しているが、一般会計と
の取り決めにより、簡易水道事業会計が負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっ
ているため、簡易水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（12月
から3月までの4か月分）を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度
の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。
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Ⅱ リース取引について（中途解約可能なオペレーティング・リースを除く）

1 　所有権移転外ファイナンスリース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

2 　所有権移転外ファイナンスリース取引に係る未経過リース料

　　

Ⅳ その他

引当金の取り崩し

（１）賞与引当金の取崩し

（２）法定福利費引当金の取崩し

当年度において、期末・勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金232千円を取り崩す。

当年度において、期末・勤勉手当を支給するため、賞与引当金1,178千円を取り崩す。

　計　 768,064円

1年内　171,424円

1年超　596,640円
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（単位：円）

      

１. 固    定    資    産

(1) 有  形  固  定  資  産

イ 土 地 12,148,773

ロ 建 物 193,120,327

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,904,117 186,216,210

ハ 構 築 物 1,380,643,699

減 価 償 却 累 計 額 △ 303,946,883 1,076,696,816

ニ 機 械 及 び 装 置 720,826,657

減 価 償 却 累 計 額 △ 41,954,854 678,871,803

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 607,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 75,116 531,884

有 形 固 定 資 産 合 計 1,954,465,486

固 定 資 産 合 計 1,954,465,486

２. 流    動    資    産

(1) 現 金 預 金 125,887,477

(2) 未 収 金 17,924,075

流 動 資 産 合 計 143,811,552

資 産 合 計 2,098,277,038

令和７年度木祖村簡易水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

(令和８年3月31日)

資　　産   の   部
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３. 固    定    負    債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費に充てる為の企業債 1,097,713,230

企 業 債 合 計 1,097,713,230

固 定 負 債 合 計 1,097,713,230

      

４. 流    動    負    債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費に充てる為の企業債 35,023,644

企 業 債 合 計 35,023,644

(2) 未 払 金 18,001,481

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,178,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 232,000

引 当 金 合 計 1,410,000

そ の 他 流 動 負 債 98,186

流 動 負 債 合 計 54,533,311

      

５. 繰    延    収    益

(1) 長 期 前 受 金 981,829,721

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 190,312,972

繰 延 収 益 合 計 791,516,749

負 債 合 計 1,943,763,290

負   債   の   部
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６. 資    本    金 40,495,667

７. 剰    余    金

(1) 資  本  剰  余  金

イ 県 補 助 金 110,658

ロ 他 会 計 補 助 金 1,678,104

ハ 他 会 計 負 担 金 82,312

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 3,706,228

資 本 剰 余 金 合 計 5,577,302

(2) 利　益　剰　余　金

イ 減 債 積 立 金 11,938,792

ロ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 96,501,987

利 益 剰 余 金 合 計 108,440,779

剰 余 金 合 計 114,018,081

資 本 合 計 154,513,748

負 債 資 本 合 計 2,098,277,038

資   本   の   部
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      （単位：円）

１. 営  業  収  益

(1) 給 水 収 益 25,142,000

(2) そ の 他 営 業 収 益 147,000 25,289,000

２. 営  業  費  用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 15,122,000

(2) 配 水 及 び 給 水 費 11,473,000

(3) 総 係 費 22,761,000

(4) 減 価 償 却 費 84,809,000

(5) そ の 他 営 業 費 用 0 134,165,000

営 業 損 失 108,876,000

３. 営  業  外  収  益

(1) 他 会 計 補 助 金 99,196,000

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 39,576,000

(3) 雑 収 益 25,000 138,797,000

４. 営  業  外  費  用

(1) 支 払 利 息 11,537,000

(2) 雑 支 出 4,314,000 15,851,000 122,946,000

経 常 利 益 14,070,000

令和７年度木祖村簡易水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和７年4月1日から令和８年3月31日まで）
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５. 特  別  利  益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 3,971,000

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 3,971,000

６. 特  別  損  失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 11,096,000

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 11,096,000 △ 7,125,000

当 年 度 純 利 益 6,945,000

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 89,556,987

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 96,501,987
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 ( 単位：千円 )

款 項 目 当年度(税込) 前年度(税込) 比較 節 予定額

1 簡易水道事業収益 194,382 152,054 42,328

1
簡易水道事業収
益

1 営 業 収 益 27,731 41,825 △ 14,094

1 簡易水道事業収
益

1 営業収益 1 給 水 収 益 27,664 41,678 △ 14,014

1
簡易水道事業収
益

1 営業収益 1 給 水 収 益 1 給 水 収 益 27,664 ・ 現年度給水収益

1
簡易水道事業収
益

1 営業収益 2 そ の 他 営 業 収 益 67 147 △ 80

1
簡易水道事業収
益

1 営業収益 2 そ の 他 営 業 収 益 1 手 数 料 67
・ 給水工事検査手数料
・ 指定業者手数料
・ 開栓手数料

50
15
2

1 簡易水道事業収
益

2 営 業 外 収 益 166,651 110,229 56,422

1
簡易水道事業収
益

2 営業外収益 1 他 会 計 補 助 金 121,268 83,390 37,878

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 1 他 会 計 補 助 金 1 一 般 会 計 補 助 金 121,268 ・ 一般会計繰入金

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 2 長 期 前 受 金 戻 入 43,481 26,812 16,669

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 2 長 期 前 受 金 戻 入 1 他 会 計 補 助 金 22,836 ・ 償却資産の取得に充てた一般会計補助金の収益価額

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 2 長 期 前 受 金 戻 入 2 国 庫 補 助 金 19,996 ・ 償却資産の取得に充てた国庫補助金の収益価額

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 2 長 期 前 受 金 戻 入 3 県 補 助 金 467 ・ 償却資産の取得に充てた県補助金の収益価額

1
簡易水道事業収
益

2 営業外収益 2 長 期 前 受 金 戻 入 4 負 担 金 等 182 ・ 償却資産の取得に充てた負担金等の収益価額

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 3 消費税及び地方消費税還付金 1,855 0 1,855

1
簡易水道事業収
益

2 営業外収益 3 消費税及び地方消費税還付金 1 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 還 付 金 1,855 ・ 消費税及び地方消費税還付金

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 4 雑 収 益 47 27 20

1 簡易水道事業収
益

2 営業外収益 4 雑 収 益 1 不 用 品 売 却 収 益 45 ・ メーター器売却収入

1
簡易水道事業収
益

2 営業外収益 4 雑 収 益 2 加 入 金 2 ・ 村営水道新規加入手数料

 ( 単 位：千円 )

款 項 目 当年度(税込) 前年度(税込) 比較 節 予定額

1 簡易水道事業費用 159,522 107,297 52,225

2 簡易水道事業費用 1 営 業 費 用 147,836 93,660 54,176

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 1 原 水 及 び 浄 水 費 18,293 16,137 2,156

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 原 水 及 び 浄 水 費 1 備 消 品 費 35 ・ 音調棒購入費

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 原 水 及 び 浄 水 費 2 委 託 料 17,111

・ 電気保安業務
・ 施設計装機器保守点検業務
・ メーター検針業務
・ 水質検査業務
・ 薮原浄水場リモートアシストサービス
・ しらかば浄水場ヒ素除去吸着剤交換業務
・ 水道施設環境整備委託料

194
2,805

437
6,825

165
6,296

389

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 原 水 及 び 浄 水 費 3 賃 借 料 125 ・ 漏水探知機使用料

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 原 水 及 び 浄 水 費 4 修 繕 費 250 ・ 機器等小破修繕

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 原 水 及 び 浄 水 費 5 薬 品 費 772 ・ 次亜塩素酸ナトリウム等

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 2 配 水 及 び 給 水 費 11,873 11,945 △ 72

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 配 水 及 び 給 水 費 1 備 消 品 費 3 ・ 作業用管理消耗品

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 配 水 及 び 給 水 費 2 燃 料 費 69 ・ 薮原浄水場燃料代

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 配 水 及 び 給 水 費 3 光 熱 水 費 10,386 ・ 水道施設電気料

簡易水道事業費用 1 営業費用 配 水 及 び 給 水 費 2 4 委 託 料 484 ・ 配水池不断水清掃点検業務

令和８年度木祖村簡易水道事業会計予算説明書
収入

説明

支出

説明
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2 簡易水道事業費用 1 営業費用 配 水 及 び 給 水 費 5 賃 借 料 131

・ 鉄道用地借地料
・ 国有地借地料
・ 道路占用料
・ 配水管埋設占用料

107
17
2
5

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 配 水 及 び 給 水 費 6 修 繕 費 800 ・ 緊急対応修繕等

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 3 総 係 費 22,619 20,247 2,372

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 1 報 酬 34 ・ 上下水道協議会常任委員報酬

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 2 給 料 8,088 ・ 給料2名分

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 3 手 当 4,343

・ 扶養手当
・ 期末手当
・ 勤勉手当
・ 時間外勤務手当
・ 通勤手当
・ 寒冷地手当
・ 児童手当

624
1,308
1,061

500
112
198
540

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 4 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,201
・ 期末手当
・ 勤勉手当

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 5 法 定 福 利 費 2,266 ・ 共済組合負担金

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 6 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 237 ・ 共済組合負担金

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 7 退 職 給 付 費 1,133 ・ 退職手当負担金

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 8 旅 費 20 ・ 研修旅費

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 9 備 消 品 費 54 ・ 作業用消耗品

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 10 印 刷 製 本 費 572 ・ 納入通知書等印刷代等

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 11 委 託 料 4,084

2,750
641
198
495

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 12 手 数 料 126
122
4

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 13 賃 借 料 333
153
48
132

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 14 研 修 費 16 ・ 公営企業会計　研修

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 総 係 費 15 負 担 金 112 ・ 長野県水道協議会負担金

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 4 減 価 償 却 費 95,051 45,331 49,720

2 簡易水道事業費用 1 営業費用 減 価 償 却 費 1 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 95,051 ・ 有形固定資産減価償却費

2 簡易水道事業費用 2 営 業 外 費 用 11,685 13,637 △ 1,952

2 簡易水道事業費用 営 業 外 費 用 1 支 払 利 息 11,685 11,537 148

2 簡易水道事業費用 営 業 外 費 用 1 支 払 利 息 1 企 業 債 利 息 11,685 ・ 償還利子

2 簡易水道事業費用 営 業 外 費 用 2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 0 2,100 △ 2,100

2 簡易水道事業費用 3 特 別 損 失 1 0 1

2 簡易水道事業費用 特 別 損 失 1 過 年 度 損 益 修 正 損 1 0 1

2 簡易水道事業費用 特 別 損 失 1 過 年 度 損 益 修 正 損 1 過 年 度 損 益 修 正 損 1 ・ 過年度損益修正

・ 口座振替手数料
・ 細菌検査手数料

・ 水道事業公営企業会計業務
・ 企業会計システム保守点検業務
・ 企業会計システムオンラインサポート業務
・ 上水管路システムデータ更新業務

・ 水道料金システム使用料
・ 納付書圧着機使用料
・ 上下水道台帳システム使用料
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 ( 単 位：千円 )

款 項 目 当年度(税込) 前年度(税込) 比較 節 予定額

1 資本的収入 101,083 0 101,083

資 本 的 収 入 1 企 業 債 46,600 0 46,600

資 本 的 収 入 企 業 債 1 企 業 債 46,600 0 46,600

資 本 的 収 入 企 業 債 1 企 業 債 1 建 設 改 良 費 に 充 て る 為 の 企 業 債 46,600
・ 統合簡易水道施設整備分
・ 薮原改良分（配水管切回工事）

35,600
11,000

資 本 的 収 入 2 他 会 計 補 助 金 6,000 0 6,000

資 本 的 収 入 他 会 計 補 助 金 1 他 会 計 補 助 金 6,000 0 6,000

資 本 的 収 入 他 会 計 補 助 金 1 他 会 計 補 助 金 1 一 般 会 計 補 助 金 6,000 ・ 一般会計繰入金

資 本 的 収 入 3 国 庫 補 助 金 16,885 0 16,885

資 本 的 収 入 国 庫 補 助 金 1 国 庫 補 助 金 16,885 0 16,885

資 本 的 収 入 国 庫 補 助 金 1 国 庫 補 助 金 1 国 庫 補 助 金 16,885 ・ 簡易水道等施設整備費補助金

資 本 的 収 入 4 負 担 金 等 31,598 0 31,598

資 本 的 収 入 負 担 金 等 1 工 事 負 担 金 31,598 0 31,598

資 本 的 収 入 負 担 金 等 1 工 事 負 担 金 1 工 事 負 担 金 31,598 ・ 薮原改良分工事補償費

 ( 単 位：千円 )

款 項 目 当年度(税込) 前年度(税込) 比較 10 節 予定額

1 資本的支出 175,107 63,276 111,831

資 本 的 支 出 1 建 設 改 良 費 114,623 14,627 99,996

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費 1 建 設 改 良 費 114,623 14,627 99,996

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費 建 設 改 良 費 1 委 託 料 16,778

440
9,122
1,507
5,709

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費 建 設 改 良 費 2 工 事 請 負 費 97,845

39,336
47,432
2,277
8,800

資 本 的 支 出 2 固 定 資 産 購 入 費 5,341 4,526 815

資 本 的 支 出 固 定 資 産 購 入 費 1 有 形 固 定 資 産 購 入 費 5,341 4,526 815

資 本 的 支 出 固 定 資 産 購 入 費 1 有 形 固 定 資 産 購 入 費 1 土 地 228 ・ 用地買収費

資 本 的 支 出 固 定 資 産 購 入 費 1 有 形 固 定 資 産 購 入 費 2 機 械 及 び 装 置 5,113 ・ 水道メーター器等購入

資 本 的 支 出 3 企 業 債 償 還 金 55,143 44,123 11,020

資 本 的 支 出 企 業 債 償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 55,143 44,123 11,020

資 本 的 支 出 企 業 債 償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 1 建設改良費に充てる為の企業債償還金 55,143 ・ 償還元金

・ 簡易水道布設工事（薮原改良配水管切回し分）
・ 簡易水道布設替工事（奥峰地区管路更新）
・ メーター器交換工事
・ 葛沢頭首工改修工事

・ 土地分筆登記業務
・ アセットマネジメント計画策定委託業務
・ アセットマネジメント計画策定発注支援業務
・ 簡易水道布設替工事設計業務

収入

説明

支出

説明
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